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Abstract 
This report introduces the development of a vicarious calibration technique for the visible channel of 

geostationary meteorological satellites. This technique rebuilds the visible calibration table by matching 
geostationary satellite observation to radiative transfer calculation. Originally, this technique had been 
developed through the vicarious calibration of GMS-5, but it can also be applied to other geostationary 
satellites. We did so, applying this technique to MTSAT, GOES, METEOSAT and other geostationary 
satellite, and got consistent results. Currently, cloud-free ocean and land, and liquid water clouds are being 
focused on as targets for vicarious calibration. In addition to these targets, we are now developing a 
vicarious calibration technique that uses DCC (Deep Convective Cloud) targets, and introduce it below. 

 
 

要旨 

静止気象衛星可視データの再較正手法の応用と拡張について紹介する。本手法は、静止気象

衛星の観測値を放射伝達計算を介して値付けを行うことにより較正テーブルの再作成を行うも

のである。本手法は、静止気象衛星ひまわり5号(GMS-5)の再較正を通して開発されたものであ

るが、原理上他の静止気象衛星についても適用することができる。MTSAT, GOES, METEOSAT
等の静止気象衛星に対して適用したところ整合性のある結果が得られた。また現在、再較正の

ためのターゲットとしては晴天海面、晴天陸面、水雲の3種類を用いている。これらのターゲッ

トに加えて、DCC (Deep Convective Cloud)をターゲットとした再較正手法を開発中である。その

開発経過を報告する。 
 
 
 
１．はじめに 

 

 静止気象衛星に搭載されているイメージャの可視

チャンネルは、地表面や雲、エーロゾル等により反

射・散乱された太陽光を観測する。可視データを利

用することにより、大気中のエーロゾル、雲、地表

面アルベド、日射量といった、気候変動の解析にお

いて重要な物理量を算出することが可能となる。可
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視データには、観測値を反射率に変換するための対

応表（以下、較正テーブル）が含まれているが、こ

れは一般に打ち上げ前較正によって値付けされたも

のである。可視センサは、経年変化による劣化が存

在することが良く知られており（栗原・徳野 2001）、
較正テーブルは経年変化が考慮されなければならな

い。したがって、可視データを気候学的な解析に利

用するには、較正テーブルの再較正が必須である。

また、静止衛星を利用して全球を網羅的に観測する

ためには、複数の静止衛星観測データを利用するこ

とになる。よって静止軌道上に配置されている複数

の衛星に搭載されたセンサの観測品質を均質に保た

なければならない。これらを背景として、全球的な

衛星データ較正技術基盤確立のため、世界気象機関

(WMO)の主導により全球衛星搭載センサ相互較正

システム(GSICS)が設立された。橋本ら(2008)は、

GSICS の活動の一環として、東京大学気候システム

研究センター(現東京大学大気海洋研究所)との共同

研究において、GMS-5 可視データについての再較正

手法を開発した。この手法は、晴天海面、晴天陸面、

水雲域の 3 種類のターゲットにおける観測値を、放

射伝達計算を介して値付けを行うことにより較正テ

ーブルを再作成するものである。この手法は原理上、

どのような衛星の可視センサにも適用することがで

きる。試験的ではあるが、宇宙航空研究開発機構

(JAXA)によって打ち上げられた温室効果ガス観測技

術衛星「いぶき」搭載 CAI (Cloud Aerosol Imager)の
較正にも本手法が応用されている。 

 本稿では、可視データ再較正手法の改良と拡張に

ついて報告する。はじめに、第 2 章で再較正手法の

概要を説明する。第 3 章では再較正手法を GMS-5
以外の静止気象衛星へ適用した例として、MTSAT-
1R 及び MTSAT-2 の再較正結果を示す。第 4 章では

再較正手法の応用例として静止気象衛星の全球合成

技術の開発について説明する。本開発は千葉大学環

境リモートセンシング研究センターとの共同研究と

して実施されたもので、これを利用した放射プロダ

クトの公開が計画されている。第 5 章では再較正手

法の拡張を提案する。DCC (Deep Convective Cloud)、
すなわち氷粒子で構成された深い対流雲をターゲッ

トとした再較正手法の開発経過について報告する。

最後に第 6 章で可視再較正技術開発のまとめを行う。 

２．可視再較正手法の概要  

 

 本章では、可視データの再較正手法について概要

を記述する。本手法は静止気象衛星可視データの観

測値を放射伝達計算値で値付けすることにより、較

正テーブルを再作成するものである（橋本ら、

2008)。 

 可視再較正処理は、以下に示す手順で行われる。 

① 再較正に使用可能なターゲットを選別する。 

② ①で選択したターゲットにおける静止気象衛星

可視データの観測値(DN = Digital Number)を取

得する。 

③ ①で選別したターゲットについて、放射伝達計

算を行い、大気上端における放射輝度、即ち衛

星搭載センサが観測する放射輝度を得る。 

④ ②で得た衛星観測値 DN と③でシミュレートさ

れた放射輝度の組み合わせから回帰直線を求め

ることで較正テーブルを再作成する。 

はじめに①で再較正に使用するターゲットを選別

する。低輝度域、中輝度域、高輝度域それぞれのタ

ーゲットとして、晴天海面、晴天陸面、海上の一様

な水雲域を採用している。晴天域、雲域の判別は、

安田、白川(1999)の手法を参考にして決定している。

また、ターゲット選別に際して、衛星搭載センサの

観測するシグナルをシミュレートするための条件に

適さないと考えられるものは除外する処理を行って

いる。有効ターゲットの条件については橋本ら

(2008)の第 3.4 節を参照していただきたい。 

次に②において、①で選別したターゲットにおけ

る静止気象衛星可視データの観測値を取得する。 

③では放射伝達計算を行い、大気上端における放

射輝度を計算する。放射伝達計算に必要なパラメー

タは、米国航空宇宙局(NASA)の衛星 Terra に搭載さ

れているイメージャである MODIS のデータ、長期

再解析 JRA-25 (Onogi et al., 2007)のデータなどを用

いる。これらは、再較正処理の対象となる静止気象

衛星の観測値とは独立したデータでなければならな

い。また、放射伝達モデルには RSTAR6B を使用し

た。RSTAR6B は Nakajima and Tanaka (1988)のアル

ゴリズムを用いており、衛星搭載センサの応答関数、

衛星と太陽の位置、地表面状態、大気状態を入力す

ることにより、0.2μm～200μmにおける大気上端の
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衛星観測シグナルをシミュレートすることが可能で

ある。 

③までで各ターゲットにおける観測値の DN と放

射伝達計算によって計算された放射輝度の組み合わ

せが得られる。これらの組み合わせから④において

回帰直線を求めることで、較正テーブルを再作成す

る。 

 

３．可視再較正手法の MTSAT-1R及び MTSAT-2への適

用 

 

3.1 目的 

第 2 章で可視再較正手法について概説した。本手

法は GMS-5 可視データの再較正を通じて確立され

たものであるが、放射伝達計算の入力値は処理対象

とする静止気象衛星の観測値とは独立したデータで

あり、地表面と大気の光学的な物理量から衛星搭載

センサのシグナルをシミュレートするという原理上、

あらゆる衛星搭載センサの可視データに対して適用

することができる。現在運用中の静止気象衛星に対

して観測値の品質を保証するための再較正処理を行

うことは、現業利用の観点から必須である。そのた

め、本手法を現在運用されている運輸多目的衛星

MTSAT-1R 及び MTSAT-2（ひまわり 6 号・7 号）に

対して適用した。 

 

3.2 再較正結果 

再較正手法は第 2 章で述べた手順において、静止

気象衛星可視データの観測値としてそれぞれ

MTSAT-1R 及び MTSAT-2 のものを使用する形で行

った。図 1 は、MTSAT-1R 及び MTSAT-2 について

の再較正結果である。横軸は、可視データ観測値か

ら運用開始時に作成された較正テーブルを使って変

換した反射率、縦軸は放射伝達モデルで計算した放

射輝度を反射率に変換したものである。ここで、観

測波長域における大気外太陽照度を ( )mmWF m// 2
0 、

可視センサが観測する放射輝度を ( )msrmWI m/// 2 と

する時、反射率 R は以下のように定義される。 

各点はそれぞれ晴天海面（青）、晴天陸面（緑）、

水雲（赤）の 3 ターゲットによる計算結果を表して

 

図 1 MTSAT-1R 及び MTSAT-2 についての再較正結果 左が MTSAT-1R の 2007 年 7 月、右が MTSAT-2 の

2010 年 7 月の結果。横軸は観測値を運用開始時に作成された較正テーブルを使って変換した反射率、縦

軸は放射伝達モデルによる反射率の計算値。青点が晴天海面、緑点が晴天陸面、赤点が水雲。実線は 3

種類のターゲットから求めた回帰直線。 

 

0F
IR π

=
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いる。実線で示した回帰直線から、3 ターゲットに

よる計算結果に整合性があることが分かる。また、

運用開始時に作成された較正テーブルを使って変換

した反射率と放射伝達モデルで計算した反射率とを

比較すると、MTSAT-1R, MTSAT2 共に後者の方が値

が大きくなっている。これは、可視センサの経年劣

化が再較正により補正された結果と考えられる。以

上の結果は GMS-5 の再較正結果と比較して矛盾が

なく、妥当な結果といえる。 

 

3.4 再較正結果の検証 

 再較正結果について、エーロゾルプロダクトを用

いて検証を行った。検証は気象衛星センターで運用

しているエーロゾルプロダクト（橋本、2006）をサ

ンフォトメータによる地上観測データから算出した

エーロゾルの光学的厚さ(Aerosol Optical Depth :  
AOD)と比較することで行った。地上エーロゾル観

測所としては、気象庁の観測点である綾里、南鳥島、

 

 

 
 

図 2 エーロゾルプロダクトによる MTSAT-2 の再較正結果の検証 上段は 2010 年 9 月及び 10 月の検証結

果で、横軸がサンフォトメータによる AOD、縦軸が MTSAT-2 から算出した AOD。赤点は運用開始時に

作成された較正テーブルを使用したもの、青点は再較正後の較正テーブルを使用したもの。実線は y=x

の直線。下段は AOD の月平均バイアス（MTSAT-2 から算出－サンフォトメータ）の時系列で、赤線は

運用開始時に作成された較正テーブルを使用したもの、青線は再較正後の較正テーブルを使用したも

の。 
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測所としては、気象庁の観測点である綾里、南鳥島、

 

 

 
 

図 2 エーロゾルプロダクトによる MTSAT-2 の再較正結果の検証 上段は 2010 年 9 月及び 10 月の検証結

果で、横軸がサンフォトメータによる AOD、縦軸が MTSAT-2 から算出した AOD。赤点は運用開始時に

作成された較正テーブルを使用したもの、青点は再較正後の較正テーブルを使用したもの。実線は y=x

の直線。下段は AOD の月平均バイアス（MTSAT-2 から算出－サンフォトメータ）の時系列で、赤線は

運用開始時に作成された較正テーブルを使用したもの、青線は再較正後の較正テーブルを使用したも

の。 
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与那国島の 3 地点を用いた。エーロゾルプロダクト

は晴天海面の可視データを処理対象としているため、

この検証により較正テーブルの低輝度域の精度検証

を行うことができる。 

 検証方法の概要を以下に述べる。エーロゾルプロ

ダクトとしては、各地上観測地点から最も近い海上

の地点における値を用いた。また、地上観測データ

から算出した AOD としては、衛星観測時刻の前後

計 5 分間のデータを平均したものを用いた。ただし、

5 分間のうち 1 つでも算出値が欠けていた場合は比

較対象から外した。以上のようにして得たエーロゾ

ルプロダクトとサンフォトメータ地上観測データか

ら算出した AOD とを比較検証した。  

図 2 に MTSAT-2 の 2010 年 9 月、及び 10 月に対

して行った検証結果を示す。赤点が運用開始時に作

成された較正テーブル、即ち軌道上未較正のデータ

を使用して求めた AOD、青点が再較正後の較正テ

ーブルを使用して求めた AOD である。ここで 0.1
から 0.2 における清浄な大気状態における AOD に

着目するならば、9 月、10 月ともに過小評価が改善

されていることを示している。基準となる清浄な状

態の AOD を精度よく見積もることは、ダストイベ

ントの観測や大気の混濁状態を正確に知る上で重要

な要素となる。図 2 の下段は 2010 年 6 月から 10 月

までの AOD の月平均バイアス（MTSAT-2 から算出

－サンフォトメータ）である。未較正では-0.02 か

ら-0.04 の過小評価が見られるが、較正後は 0.01 か

ら-0.01 に抑えられており、較正の効果が AOD の精

度評価に現れていることが分かる。MTSAT-2 は

GMS-5 よりも AOD における改善の度合いが小さく

見られるが、これは逆説的に非常に小さなバイアス

にも有効であることを示している。しかしながら、

データの分散から AOD の推定精度には課題を残し

た。エーロゾル解析アルゴリズムの問題点との切り

分けを含め今後も検証を続け、検証結果を踏まえて

再較正手法の改良に取り組む予定である。 

 

４．静止気象衛星データの全球合成技術の開発 

 

4.1 目的 

第 2 章で述べたように、本再較正手法は原理上ど

のような衛星の可視データについても適用すること

ができる。本手法の応用例として、静止気象衛星デ

ータの全球合成が挙げられる。これは、観測領域の

異なる複数の静止気象衛星の可視データについてそ

れぞれ再較正処理を行い、それぞれの観測品質を均

質に保つことで全球の統一的な解析を可能とする。

作成されたデータセットは、全球規模の気候学的な

 
 

図 3 5つの静止気象衛星の観測領域と晴天陸面ターゲット 2002 年 9 月時点。 
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解析に利用することができる。本章では、全球合成

技術の開発について記述する。なお本開発は、千葉

大学環境リモートセンシング研究センターとの共同

研究「静止衛星データの全球合成技術の開発」の一

環として行われた。 

 

4.2 方法 

全球合成技術の確立のため、2002 年 9 月について

全球合成を試みた。再較正処理を行った静止気象衛

星は次の 5 つである。 

・ GMS-5 
・ GOES-8 
・ GOES-10 
・ METEOSAT-5 
・ METEOSAT-7 
これら 5 つの静止気象衛星の観測領域は 2002 年 9
月時点でそれぞれ図 3 のようになっており、これら

を合成することにより全球データセットを得ること

ができる。なお、今回は例として上記 5 つの静止気

象衛星の組み合わせから全球合成を行ったが、上記

 

 

 

図 4 GOES 及び METEOSAT の再較正結果 左上が GOES-8、右上が GOES-10、左下が METEOSAT-5、右

下が METEOSAT-7。横軸は観測値 DN、縦軸は放射伝達計算により得た大気上端における放射輝度

(W/m2/sr/㎛)。青点、緑点、赤点はそれぞれ晴天海面、晴天陸面、水雲で、実線は回帰直線。2002 年 9

月。 
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図 4 GOES 及び METEOSAT の再較正結果 左上が GOES-8、右上が GOES-10、左下が METEOSAT-5、右

下が METEOSAT-7。横軸は観測値 DN、縦軸は放射伝達計算により得た大気上端における放射輝度
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衛星が運用されていない期間についても他の静止気

象衛星の組み合わせを用意することによりデータセ

ットを作成することができる。これにより長期間の

全球データセットを得ることができ、気候学的な解

析などに役立てることが可能である。 

 再較正手法は第 2 章で述べた手法を用いた。ただ

し、晴天陸面ターゲットとして GMS-5 で採用して

いた Alice Springs (24°S, 134°E)は、GMS-5 以外の静

止気象衛星では観測領域外にあり再較正に使用する

ことができない。そのため、GMS-5 以外の静止気象

衛星について、晴天陸面ターゲットの選定を行った。

RSTAR で陸面の衛星観測シグナルをシミュレート

する際、地表面アルベドが最も重要なパラメータと

なる。RSTAR では地表面を等方散乱面と仮定して

いるが、現実には地表面アルベドは衛星と太陽の位

置関係、及び地表面の散乱特性に依存する。この二

方向性反射率の影響は植生域において顕著に表れる

傾向があることから、晴天陸面ターゲットとしては

植生の影響が少ない砂漠などを採用することが望ま

しい。そのため、 NASA が MODIS データから作成

した NDVI（植生指数）プロダクト(Huete et al. 
1999)の値を参考にしてターゲットの選択を行い、

GOES-8 及び GOES-10 は Chihuahuan 砂漠(27°N, 
105°W)を、METEOSAT-5 及び METEOSAT-7 は

Libyan 砂漠(24°N, 25°E)をそれぞれ採用した。再較

正処理については晴天陸面ターゲットの地点を変え

た以外の変更はない。すなわち、地表面アルベドや

大気プロファイルなどのデータから放射伝達計算を

介して値付けする点は GMS-5 の時に確立した再較

正手法と同様である。 

 

4.3 再較正及びデータ合成結果 

 2002 年 9 月についての再較正結果を図 4 に示す。

GOES-8, GOES-10, METEOSAT-5, METEOSAT-7 の各

衛星について、観測値と放射伝達計算値との関係を

示している。いずれの衛星の結果についても晴天海

面、晴天陸面、水雲の 3 種類のターゲットによる計

算結果が回帰直線上にあり、各ターゲットの計算結

果に整合性があることが分かる。これは、GMS-5 や

第 3 章の MTSAT-1R 及び MTSAT-2 の再較正結果に

見られた傾向と比較して矛盾がない。 

 次に較正係数の季節変動をみるために、GOES-10
について 2002 年 1 年分の再較正処理を行った。こ

こで較正係数とは、図 4 の回帰直線の傾き a 及び切

片 b のことであり、観測値(DN)を x 、放射伝達計算

により得た大気上端における放射輝度を y とすると、

回帰直線は以下の式で表される。 
bxay +=  

 

 

図 5 GOES-10 の較正係数の時系列 左が本再較正処理で得られた結果、右が ISCCP による結果。青線が

傾き、赤線が切片。2002 年の 1 年分を表示。 
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図 5 の左は本再較正手法により得られた較正係数の

時系列である。青線が傾き、赤線が切片である。期

間を通じて較正係数に大きな変動はなく、安定して

いることが分かる。 

ここで参考として、国際衛星雲気候計画(ISCCP)
による再較正結果を示す。ISCCP は雲気候解析に資

する全球データセットの作成のために、独自の方法

で再較正処理を行っている(Rossow et al., 1992 及び

Brest et al., 1997)。図 5 の右は ISCCP による GOES-
10 の較正係数の時系列である。本再較正手法による

結果と比較すると、2002 年 1 月から 3 月にやや大き

な差はあるものの、全体として傾き、切片共にほぼ

同じ値になっており、ISCCP の再較正結果は本再較

正手法による結果と大きな差はないことが分かる。 
 次に、再較正結果の検証結果について述べる。詳

細な検証方法及び結果については Takenaka et 
al.(2011)、竹中ら(2011a, b)、及び坂下ら(2011)に説

明があるため、ここでは概要を説明するにとどめる。

検証は、衛星観測から算出した全天日射量を地上観

測値と比較することで行われた。衛星観測データに

基づく全天日射量の算出には、統合雲解析アルゴリ

ズム CAPCOM(Nakajima and Nakajima, 1995)の出力

と JRA-25 再解析データセットの大気データから、

放射伝達計算の関数近似によって作成されたニュー

ラルネットによるソルバを用いた解析システムであ

る EXAM SYSTEM(Takenaka et al., 2011)によって算

出された。また地上観測値としては、共に短波放

射・長波放射の観測ネットワークであり、千葉大学

を中心として観測を行っている SKYNET、及び

WCRP(World Climate Research Programme)の一部であ

る GEWEX(Global Energy and Water Cycle Experiment)
によるプロジェクトである BSRN(Baseline Surface 
Radiation Network)のデータを用いた。GOES-8, 
GOES-10, METEOSAT-5, 及び METEOSAT-7 につい

て検証した結果、いずれの衛星についても衛星観測

から算出した全天日射量と地上観測値との対応がよ

く、良好な結果が得られたことが確認されている。

地上検証の一例を図 6 に示す。これらは準リアルタ

イム解析システムによって継続的に解析と検証が進

められており、詳細は別途発表される原稿に譲るこ

ととする。  
図 7 は全球合成データの例である。上述の 5 つの

静止気象衛星による観測を運用開始時に作成された

較正テーブル、再較正後の較正テーブルのそれぞれ

を用いて反射率に変換した。再較正後の較正テーブ

ルを用いて得た反射率は運用開始時に作成された較

正テーブルを用いて得た反射率よりも全体的に値が

大きくなっていることが分かる。また本例では、経

度 180°で GMS-5 と GOES-10 のデータを、経度

105°W で GOES-10 と GOES-8 のデータをそれぞれ

つないでいるが、このうち経度 105°W の境界付近

について緯度 50°S における東西断面図をみると、

運用開始時に作成された較正テーブルを用いたもの

は不連続が明瞭であるのに対して、再較正後の較正

テーブルを用いたものは軽減されている。これは、

衛星ごとに経年劣化の度合いが異なるために生じて

いた不連続が再較正処理により補正された結果であ

ると解釈することができる。 
本開発の成果については、今後検証結果を踏まえ

た改良を行った後、千葉大学と連携し具体的な公開

方法について検討していく予定である。 
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図 6 地上検証の一例 GMS-5, GOES-8, GOES-10, METEOSAT-5, METEOSAT-7 の各衛星について、地

上観測で検証した結果を示している。横軸は地上観測による全天日射量(W/m2)、縦軸は衛星観測から

算出した全天日射量(W/m2)。2002 年 9 月。 
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図 7 全球合成データの例 上段が運用開始時に作成された較正テーブルを用いて変換した反射率、中段

が再較正後の較正テーブルを用いて変換した反射率。下段は緯度 50°S における東西断面図で横軸は経

度、縦軸は反射率、赤線が運用開始時に作成された較正テーブルを用いて変換した反射率、青線が再較

正後の較正テーブルを用いて変換した反射率、赤矢印が衛星データの境界部分。2002 年 9 月 5 日
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図 7 全球合成データの例 上段が運用開始時に作成された較正テーブルを用いて変換した反射率、中段

が再較正後の較正テーブルを用いて変換した反射率。下段は緯度 50°S における東西断面図で横軸は経

度、縦軸は反射率、赤線が運用開始時に作成された較正テーブルを用いて変換した反射率、青線が再較

正後の較正テーブルを用いて変換した反射率、赤矢印が衛星データの境界部分。2002 年 9 月 5 日
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５．DCCターゲットによる再較正手法の開発 

 

5.1 はじめに 

 前章までは、再較正手法の GMS-5 以外の静止気

象衛星への適用結果とその応用例について説明した。

本章では再較正手法の改良に向けた取り組みについ

て報告する。 

前述のように本再較正手法では、ターゲットとし

て晴天海面、晴天陸面、一様な水雲の 3 種類を採用

している。ここで、雲のターゲットとして水雲のみ

を対象とし氷雲を除外した理由としては、氷雲の粒

子形状を正確に得ることができないことである。し

かしながら、現在採用されている 3 ターゲットに加

えて、氷粒子で構成された深い対流雲である DCC 
(Deep Convective Cloud)をターゲットとして新たに採

用することにより、高輝度域においてもリファレン

スが得られ、再較正精度が向上する可能性がある。

そのため、DCC ターゲットによる再較正手法の拡

張を検討する。なお本開発は、東京大学大気海洋研

究所との共同研究「静止気象衛星の可視データを用

いた東アジア地域の雲気候の解析」の一環として行

われた。 

 

5.2 DCCをターゲットとした再較正について 

 DCCは対流により雲頂が高く発達することから、

水粒子は氷となり六角柱を代表とする非球形となる。

しかしながら、現状では DCC の雲頂からリモート

センシング手法により非球形粒子の形状を得ること

ができないため、大きな不確定性となっている。こ

こでは非球形粒子の散乱問題を取り扱う先行研究に

基づき、DCC ターゲットを用いた較正手法につい

て模索する。DCC ターゲットにおける放射伝達計

算を行うに当たり、以下に挙げるパラメータの設定、

算出方法について決定する必要がある。 
① 雲粒子の形状の設定 

② 雲の光学的厚さ及び粒径の算出 

このうち①については、水雲の場合は雲粒子の形状

を球形として扱うことができたため、散乱特性は

Mie 散乱の理論から得ることができた。一方 DCC
の場合、雲粒子の形状は様々である。図 8 は

Heymsfield (2002) による飛行機観測で採取した雲粒

子の例である。図 8 から、氷粒子には六角柱、平板、

針状、樹枝状など様々な形状があることが分かる。

粒子の形状ごとに散乱特性が異なるため、粒子の形

状の設定の仕方によって放射伝達計算の結果が異な

り、再較正精度に影響を与えることが予想される。

また②については、水雲域をターゲットとした場合、

雲の光学的厚さ及び粒径は MODIS L1B データから

統合雲解析アルゴリズム CAPCOM を用いて計算し

ていた。しかし DCC の場合、①の氷雲粒子の形状

の多様性の問題に加えて極めて光学的厚さが大きい

ため、原理的に雲の光学的厚さ及び粒径を充分な精

度で推定することは困難である。これらの事項につ

いて次節で述べるような手法をとることにより、

DCC をターゲットとした再較正手法の開発を行っ

た。 

 

5.3 DCCターゲットの放射伝達計算におけるパラメ

ータ設定 

(1) 氷粒子の形状 

 はじめに氷粒子の形状による計算結果の違いを見

 

図 8 飛行機観測で採取した雲粒子の写真の一例

(Heymsfield (2002)より引用) 
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積もるために、六角柱と平板の氷粒子について

LISAS_goa(Nakajima et al., 1997 及び Kokhanovsky 
and Nakajima, 1998)を用いて散乱特性を求め、様々

な観測条件について放射伝達計算を行った。

LISAS_goa は非球形粒子の散乱について幾何光学近

似を仮定して、モンテカルロ法によって計算する

FORTRAN パッケージである。計算の結果、六角柱

と平板との間に大気上端における放射輝度で最大で

10%程度の誤差を生じうることが分かった。氷粒子

の形状は DCC の放射伝達計算において重要なパラ

メータであることが分かる。 

氷粒子の形状については、PingYang (2000)による

調査が知られている。PingYang (2000)は様々な粒子

の形状について、観測に基づいて平均的なアスペク

ト比を決定し、非球形散乱データベースの作成を行

った。このデータベースは広く使用されている。

DCC をターゲットとした再較正では PingYang 
(2000)による非球形散乱データベースを使用するこ

ととした。 

 

(2) 雲の光学的厚さ及び粒径 

 雲の光学的厚さについては、大和田(2006)の手法

に基づき数値予報値から算出した。算出方法を以下

に記述する。 

 雲の光学的厚さの算出には数値予報値の雲水量及

び雲氷量を用いる。水雲の光学的厚さを lτ とすると、

lτ は雲水量 ( )2/ mgLWP を用いて以下のように表せ

る。 

ここで、 ( ) ( )gmmbgma liqliq /,/ 22 ⋅m は係数であり、

Slingo (1989)による。 ( )mrel m は水雲の粒の有効半径

である。また、氷雲の光学的厚さ iτ についても雲氷

量 ( )2/ mgIWP を用いて、 

と表せる。ここで、係数 ( ) ( )gmmbgma iceice /,/ 22 ⋅m は

Ebert and Curry (1992)による。 ( )mrei m は氷雲の粒の

有効半径である。雲の光学的厚さ cloudτ は 

により求める。 

また粒径については、大和田(2006)の図 6.3 より

20~150 ㎛の値をとることが分かる。この値に基づ

き、粒径の値をいくつか設定して、様々な観測条件

についての感度実験を行った。その結果、粒径の値

による計算値の違いは小さいことが分かった。その

ため、粒径については 20 ㎛を中心とした対数正規

分布で固定して用いることとした。 

 
5.4 雲粒子の形状の違いによる誤差の見積もり 

 雲粒子の形状の違いによる計算結果の違いを見積

もるために、様々な条件を設定して放射伝達計算を

行った。計算に用いた条件は表 1のとおりである。 

 計算結果を図 9 に示す。図 9 において灰色点は表

1 の条件による全計算結果を示している。平均的に

みて粒子の形状による差は小さいが、特定の条件の

時に差が大きくなっていることが分かる。調査の結

果、 
・後方散乱角が 5 度未満 

・光学的厚さが 150 未満 

のいずれか一方を満たす時、雲粒子の形状による差

が大きいことが分かった。従って、この条件の時は

再較正に使用しないこととした。この絞り込みを適

用した後が図 9 の青点である。絞り込み後について

両者の差を計算したところ、大気上端における放射

輝度に平均で 2(W/m2/sr/㎛)程度の差が生じることが

分かった。これは、再較正処理における高輝度ター

ゲットにおいては許容範囲内の誤差であるといえる。 

 
5.5 DCCターゲットの条件 

DCC ターゲットの条件は表 2 の通りである。水

雲ターゲットの条件の一部を踏襲し、雲頂が平坦な

雲域、太陽天頂角・衛星天頂角が共に 60 度以下、

近隣に陸地がないという条件を設けた。これらの条

件は雲の組成に関係がなく、DCC に対して適用す

ることに問題はない。また、DCC 固有の条件とし

て、赤外 1 チャンネルの輝度温度が 200K 以下であ

るという条件を付し、雲頂高度が充分に高いものの

みを選択するようにした。また、第 5.4 節において、

後方散乱角が 5 度未満、光学的厚さ 150 未満の時、

粒子の形状による影響が大きかったことから、この

条件の時は除くこととした。 
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5.6 DCCターゲットによる再較正結果 

 DCC をターゲットとした再較正手法を評価する

ために、MTSAT-2 の 2010 年 7 月について再較正処

理を行った。図 10 は DCC ターゲットによる再較正

結果である。実線は DCC を含む 4 ターゲットから

求めた回帰直線、灰色線は DCC を除く 3 ターゲッ

トから求めた回帰直線である。DCC ターゲットに

よる計算結果は、他の 3 ターゲットから求めた回帰

直線から予想される値と比較して大きな差はなく整

合性のある結果となっている。詳細にみると、DCC
ターゲットを加えた場合は DCC ターゲットを除い

た場合と比較して、回帰直線の傾きがやや大きくな

っていることが分かるが、これは高輝度ターゲット

による較正値の変化として妥当かどうかは今後検討

が必要になるだろう。DCC ターゲットを加える前

後で再較正結果に僅かながらも違いがみられた。今

後、検証を行い、DCC を追加することによる高輝

度域の再較正精度への影響について調査していく予

定である。 
 
 
 

 

表 1 感度実験の際に使用した計算条件 

太陽天頂角（度） 0,5,10,15,30,45,50,55,60 

衛星天頂角（度） 0,5,10,15,30,45,50,55,60 

太陽と衛星の相対方位角（度） 0,15,30,60,90,120,150,165,180 

光学的厚さ 10,20,30,50,70,100,130,160,200,250,300,500,1000 

応答関数 MTSAT-2 の可視チャンネル 

 

 

図 9 感度実験結果 横軸は球形粒子を仮定した場合の大気上端における放射輝度(W/m2/sr/㎛)、縦軸は

PingYang(2000)による粒子の形状を仮定した場合の大気上端における放射輝度。灰色の点は絞り込み前、

青色の点は絞り込み後。 
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表 2 DCCターゲットによる再較正手法 

粒子の形状 PingYang (2000)を引用 

光学的厚さ 数値予報値から大和田(2006)の方法により算出 

粒径 20 ㎛を中心とした対数正規分布 

有効ターゲットの条件 

・格子内が雲域 

・雲頂が平坦な氷雲 

・近隣に陸地がない 

・雲頂温度が 200K 以下 

・太陽天頂角・衛星天頂角が共に 60 度以下 

・後方散乱角が 5 度以上 

・雲の光学的厚さが 150 以上 

 

 

図 10 DCC ターゲットによる再較正結果 横軸は観測値を運用開始時に作成された較正テーブルを使っ

て変換した反射率、縦軸は放射伝達モデルによる反射率の計算値。青点が晴天海面、緑点が晴天陸面、

赤点が水雲、紫点が DCC。実線は 4 種類のターゲットから求めた回帰直線。灰色線は DCC を除く 3 種

類のターゲットから求めた回帰直線。2010 年 7 月の MTSAT-2。 
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６．まとめ 

 

 静止気象衛星の可視データの再較正手法の開発と

改良を行った。本手法は静止気象衛星の観測値を放

射伝達計算を介して値付けを行うことで較正テーブ

ルを再作成するものである。本手法は GMS-5 の再

較正処理を通して開発されたものであるが、

MTSAT-1R 及び MTSAT-2 についても整合性のある

結果が得られることが分かった。検証の結果、静止

気象衛星から算出した AOD の地上観測に対する過

小評価が再較正により改善されることが分かった。 
本手法の応用として全球合成技術の開発を行った。

全球合成データを試験的に作成した結果、再較正に

より衛星間のデータの不連続が軽減されることが確

認できた。 
 さらに、放射伝達計算を行うターゲットとして、

晴天海面、晴天陸面、水雲に加え、新たに DCC を

ターゲットとした再較正手法の拡張を行った。得ら

れた結果は従来の 3 種類のターゲットのみによる計

算結果と比較して矛盾ないことが分かった。DCC
を加えた再較正手法の検証は今後の課題である。 
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付録 GMS-5の較正係数 

 
橋本ら(2008)の方法により算出した GMS-5 可視デ

ータの較正係数を以下に示す。較正係数はディテク

ターごとに算出した。再較正前の較正テーブルを用

いて変換した反射率 nalnomiR と再較正後の較正テーブ

ルを用いて変換した反射率 ncalibratioR との間には傾き

a と切片 b を用いて以下の関係がある。 
bRaR nalnomincalibratio +=  

 

 

    Intercepts (b)       Slopes (a)       

 Year Month Detector1 Detector2 Detector3 Detector4 Detector1 Detector2 Detector3 Detector4 

2000 3 0.003  0.004  0.003  0.001  1.053  1.086  1.031  1.042  

  4 0.001  0.003  0.002  0.000  1.066  1.099  1.044  1.055  
  5 0.003  0.004  0.003  0.001  1.061  1.096  1.040  1.049  
  6 0.001  0.003  0.002  -0.001  1.092  1.125  1.069  1.080  
  7 0.003  0.004  0.003  0.000  1.090  1.126  1.069  1.076  
  8 0.005  0.006  0.005  0.002  1.068  1.102  1.047  1.056  
  9 0.004  0.005  0.004  0.002  1.100  1.140  1.078  1.092  
  10 0.005  0.006  0.005  0.003  1.095  1.128  1.073  1.084  
  11 0.005  0.006  0.005  0.003  1.107  1.139  1.086  1.097  
  12 0.004  0.006  0.004  0.002  1.118  1.150  1.097  1.107  

2001 1 0.004  0.006  0.004  0.002  1.075  1.105  1.055  1.065  
  2 0.004  0.006  0.004  0.002  1.080  1.108  1.059  1.068  
  3 0.002  0.004  0.002  0.000  1.113  1.149  1.091  1.104  
  4 0.003  0.005  0.003  0.001  1.077  1.111  1.056  1.069  
  5 0.004  0.005  0.004  0.001  1.101  1.135  1.079  1.091  
  6 0.002  0.004  0.003  0.000  1.087  1.118  1.066  1.076  
  7 0.004  0.004  0.004  0.002  1.088  1.135  1.079  1.081  
  8 0.006  0.006  0.005  0.004  1.064  1.120  1.061  1.061  
  9 0.007  0.007  0.007  0.005  1.079  1.140  1.076  1.079  
  10 0.008  0.008  0.008  0.006  1.087  1.149  1.087  1.088  
  11 0.007  0.007  0.006  0.005  1.077  1.128  1.072  1.075  
  12 0.008  0.008  0.008  0.006  1.091  1.139  1.083  1.088  

2002 1 0.007  0.007  0.007  0.004  1.091  1.135  1.080  1.087  
  2 0.005  0.006  0.005  0.003  1.110  1.152  1.098  1.104  
  3 0.004  0.004  0.004  0.002  1.064  1.124  1.062  1.066  
  4 0.002  0.002  0.002  0.000  1.074  1.130  1.069  1.074  
  5 0.004  0.004  0.003  0.001  1.094  1.146  1.087  1.091  
  6 0.004  0.004  0.003  0.002  1.080  1.131  1.074  1.077  
  7 0.004  0.004  0.004  0.002  1.085  1.134  1.077  1.080  
  8 0.007  0.007  0.006  0.005  1.040  1.099  1.040  1.038  
  9 0.005  0.005  0.005  0.003  1.112  1.178  1.112  1.112  
  10 0.007  0.006  0.006  0.005  1.111  1.191  1.121  1.117  
  11 0.008  0.007  0.007  0.005  1.092  1.152  1.091  1.093  
  12 0.005  0.005  0.004  0.002  1.106  1.164  1.104  1.108  

2003 1 0.005  0.006  0.005  0.003  1.121  1.167  1.111  1.117  
  2 0.005  0.006  0.005  0.002  1.126  1.174  1.116  1.123  
  3 0.005  0.005  0.004  0.002  1.096  1.155  1.093  1.097  
  4 0.004  0.004  0.003  0.001  1.081  1.140  1.077  1.082  
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